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　先般公表されました、2010年の温室効果ガス排出量（速報

値）は12億5,600万トンで、京都議定書の基準年である1990

年比で0.4％減、前年比では3.9％増加しました。このうち、産

業部門のCO2排出量は、1990年比で12.7％減と、排出量全体

の削減に大きく貢献しておりますが、今後は、原子力発電所の

稼働率低下に対応した火力発電への依存度の上昇によるCO2

の増加が、企業の省エネ努力を超過することが懸念されます。

　このような中、当工業会の環境安全委員会では、「工作機械

産業の環境自主行動計画」の目標、ひいては、京都議定書の目

標達成のために、「環境活動マニュアル」の拡充や、「環境活動

状況診断書」の発行など、会員の環境活動を幅広く支援するこ

とに重点を置き、活動しております。加えて、2011年度から、

全会員を対象とした「環境・安全活動成果報告会」の開催、「環

境優良企業に対する顕彰」、工業会としての「環境活動報告書」

の発行など、新規活動にも積極的に取り組んでおります。

　会員の皆様には、トップ自ら率先して自社の環境活動に全

力を挙げて取り組んでいただき、1社の脱落もなく会社の目

標・日工会の目標を達成されるよう、お願い申し上げます。

　日本は2005年2月に発効した京都議定書に基づき、2008年から2012年までの期間中に、温室

効果ガス（CO2が約9割を占める）の排出量について、1990年比で6％の削減目標が義務付けられ

ている。この目標に対し、直近2010年の同排出量（速報値）は12億5,600万トンで、京都議定書の

基準年である1990年比で0.4％減、前年比では3.9％増加した。前年と比べて排出量が増加した原

因としては、2008年に発生したリーマン・ショック後の景気後退からの回復の中で、製造業等の

活動量の増加に伴い、産業部門からの排出量が増えたこと、猛暑厳冬により電力消費が増加した

ことなどが挙げられている。

　この中で、産業部門におけるCO2排出量は、1990年比12.7％減と、排出量全体の削減に大きく貢

献している。しかしながら、今後、原子力発電所の稼働率の低下が避けられない中、火力発電への

依存度上昇によるCO2の増加により、企業の省エネ努力を超過することが危惧される。加えて、政

府・民主党では、2009年政権発足当初に掲げた「2020年までに温室効果ガスを1990年比25％削

減」という、極めて高い目標を未だ見直しておらず、産業界への過度な負担が懸念されるところで

ある。
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（1）地球温暖化対策
　当工業会では1997年を基準年とし、2010年（2008～2012年の平均値）におけるエネルギー総

量及び原単位の6％削減を目標としている。

　2010年の実績は、新興国向けの輸出が増加したことにより、生産額は前年比68.2％増と大きく

伸びたが、その水準はピーク時の3分の2程度にとどまっており、未だ本格回復には至っていない。

このような中、2010年の状況は、エネルギー総量が、基準年である1997年比で3.0％減少した反

面、原単位は同1.1％増加した。これを、実際の評価対象となる2008年からの平均値で見ると、総

量は同3.5％減、原単位は同3.2％増となり、原単位の目標達成が、やや厳しい状況となっている。

　2010年のエネルギー総量は、前年の10.3万kℓから13.1万kℓと、2009年に比べ、27％増加して

いる。この要因を分析すると、2010年は前年と比べ、工場全体の稼働時間や延床面積に大きな変

化は見られなかったが、生産額は前年比68.2％増と大幅に伸びた。これに伴い、生産量に応じて変

動しやすい生産動力等の従量需要も、前年比で40％上昇していることから、2010年のエネルギー

総量が増加した主要因は、生産増に起因する従量需要の増加によるものと推定される。

　一方、当初、生産量に影響されにくいと考えられていた、空調、照明等の固定需要も、前年から

25％増加した。これは、工場の一時休止等により、空調や照明の完全停止日が多く生じていた前年

との比較であるためと考えられる。いずれにせよ、今後、データの収集を重ね、その推移を観察し、

増減要因の分析を進めていく必要がある。

　産業界の一員である当工業会では、環境安全委員会が中心となり、日本経団連の「地球温暖化対

策自主行動計画」の指針に沿って、議定書批准前の1998年5月に「工作機械産業の環境自主行動計

画」を策定し、その推進に注力している。

　本行動計画では、地球温暖化対策及び廃棄物対策を計画の2本柱として、それぞれ具体的な目標

を以下の通り定めている。

■エネルギー使用量（原油換算）の推移

資料　日工会「環境自主行動計画フォローアップ」

■部門別CO2排出量（カッコ内は1990年比）
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　2007年のデータを基礎とした試算によると、設定したA～Dの分類と、それぞれの省エネ目標を

当工業会会員企業の全体が達成した場合の省エネ効果は以下の通りである（ただし、延床面積・稼

働時間は2007年と同等であるとし、各企業一律の総生産額の増減を想定している）。

（2）廃棄物対策
　当工業会では2010年の主要廃棄物ごとの非リサイクル率について、1997年比で1割削減する

ことを目標としているが、2010年を前にして、目標値を大幅に超えて推移していることから、今

後は、発生量を対象とした中期目標の設定を検討することとしている。

固定需要：生産量に影響されにくいエネルギー消費量（空調、照明、給湯 等）
従量需要：生産量に影響されるエネルギー消費量（生産動力 等）
（注）固定需要・従量需要は、フォローアップ回答会社のうち、固定・従量の内訳が記載されたものを集計（カバー率はおおむね80％）

　このような要因分析を踏まえ、当工業会では、工業会全体の目標達成までの具体的なプロセス

として、各会員企業の実績に基づき、「企業規模」と「省エネ余地」に応じて、会員企業個別に5％か

ら30％の削減目標を設定している。

■省エネ目標を達成した際の日工会全体の削減効果と感度分析

■エネルギー増減要因分析

■個別目標の設定
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■紙、潤滑・切削油のリサイクル率

■鉄、銅、アルミのリサイクル率
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（1）組　織
　環境安全委員会は、1995年に特別委員会として発足、1999年に常設委員会に昇格し、現在は  

安田委員長（安田工業（株）・取締役社長）のもと、会員55社の参加を得て、「委員会」、「幹事会」、「WG」

の3部構成で活動している。

（2）主な活動
　環境安全委員会では、自主行動計画の目標達成に向け、会員の環境意識高揚を図るとともに、そ

の環境活動の支援に主眼を置き、主に次の環境支援事業を展開している。

①「環境活動マニュアル」の作成・拡充

　工作機械産業は、加工組立型産業であるため、原料を精製加工する素形材産業等と比べ、環境負

荷の少ない産業である。そのためか、環境安全委員会が常設委員会としてスタートした1999年当

時は、会員の環境に対する意識は総じて高くなく、一部の環境先行会員とその他の会員との隔た

りは大きかった。

環境安全委員会の活動3

「工作機械産業の環境自主行動計画」の目標達
成に向けて会員企業の環境活動を支援

【従来活動】
①「環境自主行動計画」フォローアップ
②「環境活動マニュアル」の発行（拡充）
③「環境活動状況診断書」の発行
④「企業別省エネ目標」の設定
⑤環境先進工場の見学

【新規活動】
⑥「環境・安全活動成果報告会」の開催
⑦「環境優良企業」に対する顕彰
⑧「環境活動報告書」の発行

工場の管理・運営に携わる方をメンバーとして、
委員会・幹事会の決定に従い、「環境活動マ
ニュアル」の編集等、委員会活動のWGを担当
（副委員長・幹事会社より委員を派遣）

環境安全委員会
（55社参加）

幹事会
（正副委員長・幹事で構成）

WG

目標値を
大きくクリアー

目標値を
大きくクリアー

紙（2010年目標値32.7％）
潤滑・切削油（2010年目標値33.7％）

鉄（2010年目標値86.7％）
銅（2010年目標値83.1％）
アルミ（2010年目標値86.6％）
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■「環境活動マニュアル」に掲載の環境活動事例

■「環境活動状況診断書」における取得点数別会社グラフ（2010年版）

■「環境活動状況診断書」90点以上取得会社（ABC順）

　そこで、環境安全委員会では、先行会員の知恵と経験を集積した「環境活動マニュアル」を作成

した。本書は、省エネ活動、廃棄物削減活動の概要を、先行会員が実際に取り組んだ環境活動事例

を交え、詳しく解説したもので、会員がすぐにでも取り組めるよう、投資金額や費用削減効果、投

資金額回収年数まで掲載した。また、今後ますます厳しくなることが予想される環境関連法規制

についても、その概略、官公庁への届出方法等基本的な対応も解説した（初版のみ）。この「環境活

動マニュアル」は、新たな環境活動事例を追加掲載するなど内容を拡充し、現在、第6版まで発行さ

れている。

　なお、経済産業省では年1回、「産業構造審議会 環境部会 地球環境小委員会 中央環境審議会 地

球環境部会自主行動計画フォローアップ専門委員会 電子・電機・産業機械等ワーキンググループ」

を開催し、各業界団体の自主行動計画達成状況をフォローアップしている。当工業会では、2011

年11月に開かれた同ワーキンググループにて、工作機械業界のフォローアップ状況を報告した

際、本診断書の発行についても説明したところ、出席委員より「良い企業を公表して、取り組みが

遅れている企業を促していくというやり方を、業界の中で自主的にやっていくことは、非常に重

要」であるとして、高い評価を頂いた。

②「環境活動状況診断書」の発行

　環境安全委員会では、各会員が日工会における自社の環境レベルを把握し、環境意識の高揚を

トップダウンで図るために、毎年「環境活動状況診断書」を発行し、会員のトップに送付している。

この診断書は、会員のISO14001認証取得状況等各環境活動の展開状況を調査し、その結果を会員

ごとに評価、順位付けしたものである。また、調査に協力しない会員には、0点の診断書をトップに

送付している。その結果、毎年ISO14001認証取得会社は増加し、2012年には50社程度が取得して

いる見込みである。

•（株）アマダマシンツール

•ブラザー工業（株）

•（株）エグロ

•エンシュウ（株）

•ファナック（株）

•（株）不二越

•（株）白山機工

•（株）ジェイテクト

•（株）神崎高級工機製作所

•（株）カシフジ

•キタムラ機械（株）

•コマツNTC（株）

•光洋機械工業（株）

•（株）牧野フライス製作所

•（株）松浦機械製作所

•三菱電機（株）

•三菱重工業（株）

•三井精機工業（株）

•（株）森精機製作所

•中村留精密工業（株）

•（株）岡本工作機械製作所

•大阪機工（株）

•オークマ（株）

•高松機械工業（株）

•東芝機械（株）

•トーヨーエイテック（株）

•東洋精機工業（株）

•（株）和井田製作所

•ヤマザキマザック（株）

•安田工業（株）
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■「環境活動マニュアル」に掲載の環境活動事例

■「環境活動状況診断書」における取得点数別会社グラフ（2010年版）

■「環境活動状況診断書」90点以上取得会社（ABC順）
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③環境・安全活動の実地啓発

　環境安全委員会では、全体委員会の開催（年2回）と併せて、環境先進工場を見学しているほか、

出席委員持ち回りによる「環境・安全プレゼン」（20分程度）も実施し、その啓発に努めている。

【環境安全委員会による工場見学実績】

2009年11月10日（火） 川崎重工業（株）　西神工場 ……………………………………… 参加42名

2010年 4 月16日（金） アイシン・エーアイ（株）　吉良工場 …………………………… 参加38名

2010年11月25日（木） 日立建機（株）　土浦工場 ………………………………………… 参加33名

2011年 5 月18日（水） ダイキン工業（株）　金岡工場 …………………………………… 参加40名

2011年10月21日（金） 三井造船（株）　玉野事業所 ……………………………………… 参加34名

④「環境・安全活動成果報告会」の開催

　会員企業の優れた環境・安全活動の取り組み事例について、工業会内での横展開を推し進める

とともに、会員全体のレベルアップを図るべく、全会員を対象に「環境・安全活動成果報告会」を開

催（年1回）している。直近では、2012年2月3日（金）に報告会を開催し、45名の会員が参加した。

⑤「環境優良企業」の顕彰

　会員企業の環境活動を奨励するために、環境安全委員会では、「環境活動状況診断書」評価点を

基に、「環境優良企業」を選定した。顕彰企業には、当工業会の横山会長（（株）ジェイテクト・取締役

会長）からの顕彰状が贈呈された。

【「環境優良企業」に選定された顕彰企業】

•最優秀賞（直近3年間の「環境活動状況診断書」評価点が最高の会社）

キタムラ機械（株）

•優秀賞（直近3年間の「環境活動状況診断書」評価点が平均95点以上の会社）

（株）ジェイテクト、（株）松浦機械製作所、中村留精密工業（株）、（株）岡本工作機械製作所、

オークマ（株）、トーヨーエイテック（株）、（株）和井田製作所、ヤマザキマザック（株）

•特別奨励賞（直近3年間の「環境活動状況診断書」評価点が平均90点以上の会社）

ブラザー工業（株）、エンシュウ（株）、ファナック（株）、（株）不二越、（株）神崎高級工機製作所、

（株）カシフジ、コマツNTC（株）、光洋機械工業（株）、（株）牧野フライス製作所、三菱電機（株）、 

三井精機工業（株）、（株）森精機製作所、大阪機工（株）、新日本工機（株）、東洋精機工業（株）

環境・安全活動成果報告会

安田委員長（左）からキタムラ機械（右）に最優秀賞の顕彰状が贈呈
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　2011年11月末から12月にかけて、南アフリカでCOP 17（国連気候変動枠組み条約締約国会議）

が開かれた。この会議では、京都議定書が期限切れとなる2013年以降の温暖化対策の国際的な枠

組みが議論されたが、各国の利害対立が激しく、会議は難航を極めた。

　結果として、2012年を期限とする現行議定書の継続延長と、2020年に米国・中国を含む全ての

主要排出国が参加する、新たな枠組みの発効を柱とした「ダーバン合意」が、かろうじて採択され

た。一方、米国・中国・インド等の巨大排出国が参加しない、現行議定書の単純延長に反対した日本

は、これに参加せず、2013年以降は、自主的な排出削減に取り組むこととなった。

　このような中、2012年をもって現行の目標期間を終える当工業会では、環境安全委員会が中心

となって、「ポスト京都議定書」を踏まえた、2013年以降の中期省エネ目標について、検討を開始

することとなっている。しかしながら、日本の明確な方向性が示されない上、日工会の現行自主行

動計画の目標にも様々な問題があり、現目標の単純延長は難しい状況となっている（右表参照）。

　環境安全委員会としては、工作機械産業における省エネと成長を両立させた、実効性が高い中

期省エネ目標の設定に向けて、2012年度から、本格的な議論を開始する。

　なお、2011年に創立60周年を迎えた当工業会では、その記念事業の一環として、中長期的な観

点から、わが国工作機械産業が克服すべき課題と目指すべき方向を示す「工作機械産業ビジョン

2020」を取りまとめている。環境安全委員会では、このビジョンにおいて、中期省エネ目標策定に

必要な課題を提起している。

　加えて、工作機械は生産時よりも使用時においてエネルギーを多く消費することから、工作機

械本体の省エネについても、技術開発を推進する必要がある。例えば、工作機械では加工時の主軸

回転や送り駆動よりも、油空圧ユニットや補機類等が主要素となる運転準備やクーラント（切削

油）等で、エネルギーの大半が消費される。そのため、省エネに向けた取り組みとしては、モータや

補機類等の効率向上に加え、インバータ制御油圧ユニットの採用や、油空圧、チップコンベア（切

りくず運搬）等の最適運転制御などが挙げられる。また、近年では、クーラントを霧状にするセミ・

ドライ技術が台頭しており、これによりクーラントの減量による廃棄物の低減、さらには、クーラ

ントの使用に要する電力の省エネ化を図ることができる。今後は、グリーン投資減税等の優遇措

置を追い風として、業界を挙げて、これらの省エネ技術の進化・普及を強力に推し進めていくとと

もに、サイズや機種（旋盤、研削盤、マシニングセンタ等）によって幅があるエネルギー消費量に対

し、標準的評価方法を確立することが重要である。

中期目標の設定に向けて4
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（「工作機械産業ビジョン 2020」に向けた取り組み）

　原発の稼働率低下に伴うCO2排出量の増加により、京都議定書の目標達成が一段と厳しくなる

中、産業界にも一層の省エネ努力が求められる。こうした状況下において、環境活動を義務として

捉えるのではなく、イメージアップとコストダウンに繋がるというプラス面を念頭に置き、1社単

独ではなく横断的に展開を図っていくことが、目標達成の近道である。

　当工業会では、環境安全委員会が中心となり、環境活動のメリットを強調しつつ、今後もより一

層、業界の環境支援活動を推進していきたい。

おわりに5

■現在の自主行動計画目標の課題

基準年

現行自主行動計画項　　目 検討課題 備　　考

目標年

削減対象

削減指標

民主党政権の中期目標
：1990年比▲25％
前自民党政権の中期目標
：2005年比▲15％

1997年当時とは異なり、海外生
産が進展する中、見直す必要あり1997年

議定書等でも2020年がター
ゲット

2020年をベースに検討2010年
（08年～12年平均値）

原発稼働率低下でCO2の排出係
数は悪化傾向

政府から、CO2に切り替えるよう
要請あり
工作機械使用時の省エネも必要
か

製造時におけるエネルギー使用
量（原油換算）

工作機械業界では、変動著しい
指標

生産額（分母）の変動により、実
績が大きく左右原単位

成長のネックになる懸念あり実態に即した削減目標だが、成
長との両立がカギ総量

（社）日本工作機械工業会 環境安全委員会

環境活動報告書 2012
2012年3月発行

内容に関するお問い合わせは
（社）日本工作機械工業会 総務部

TEL.03（3434）3961　FAX.03（3434）3763
E-mail:admi04@jmtba.or.jp

本報告書の無断転載を禁じます。



　2011年11月末から12月にかけて、南アフリカでCOP 17（国連気候変動枠組み条約締約国会議）

が開かれた。この会議では、京都議定書が期限切れとなる2013年以降の温暖化対策の国際的な枠

組みが議論されたが、各国の利害対立が激しく、会議は難航を極めた。

　結果として、2012年を期限とする現行議定書の継続延長と、2020年に米国・中国を含む全ての

主要排出国が参加する、新たな枠組みの発効を柱とした「ダーバン合意」が、かろうじて採択され

た。一方、米国・中国・インド等の巨大排出国が参加しない、現行議定書の単純延長に反対した日本

は、これに参加せず、2013年以降は、自主的な排出削減に取り組むこととなった。

　このような中、2012年をもって現行の目標期間を終える当工業会では、環境安全委員会が中心

となって、「ポスト京都議定書」を踏まえた、2013年以降の中期省エネ目標について、検討を開始

することとなっている。しかしながら、日本の明確な方向性が示されない上、日工会の現行自主行

動計画の目標にも様々な問題があり、現目標の単純延長は難しい状況となっている（右表参照）。

　環境安全委員会としては、工作機械産業における省エネと成長を両立させた、実効性が高い中

期省エネ目標の設定に向けて、2012年度から、本格的な議論を開始する。

　なお、2011年に創立60周年を迎えた当工業会では、その記念事業の一環として、中長期的な観

点から、わが国工作機械産業が克服すべき課題と目指すべき方向を示す「工作機械産業ビジョン

2020」を取りまとめている。環境安全委員会では、このビジョンにおいて、中期省エネ目標策定に

必要な課題を提起している。

　加えて、工作機械は生産時よりも使用時においてエネルギーを多く消費することから、工作機

械本体の省エネについても、技術開発を推進する必要がある。例えば、工作機械では加工時の主軸

回転や送り駆動よりも、油空圧ユニットや補機類等が主要素となる運転準備やクーラント（切削

油）等で、エネルギーの大半が消費される。そのため、省エネに向けた取り組みとしては、モータや

補機類等の効率向上に加え、インバータ制御油圧ユニットの採用や、油空圧、チップコンベア（切

りくず運搬）等の最適運転制御などが挙げられる。また、近年では、クーラントを霧状にするセミ・

ドライ技術が台頭しており、これによりクーラントの減量による廃棄物の低減、さらには、クーラ

ントの使用に要する電力の省エネ化を図ることができる。今後は、グリーン投資減税等の優遇措

置を追い風として、業界を挙げて、これらの省エネ技術の進化・普及を強力に推し進めていくとと

もに、サイズや機種（旋盤、研削盤、マシニングセンタ等）によって幅があるエネルギー消費量に対

し、標準的評価方法を確立することが重要である。

中期目標の設定に向けて4
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（「工作機械産業ビジョン 2020」に向けた取り組み）

　原発の稼働率低下に伴うCO2排出量の増加により、京都議定書の目標達成が一段と厳しくなる

中、産業界にも一層の省エネ努力が求められる。こうした状況下において、環境活動を義務として

捉えるのではなく、イメージアップとコストダウンに繋がるというプラス面を念頭に置き、1社単

独ではなく横断的に展開を図っていくことが、目標達成の近道である。

　当工業会では、環境安全委員会が中心となり、環境活動のメリットを強調しつつ、今後もより一

層、業界の環境支援活動を推進していきたい。

おわりに5

■現在の自主行動計画目標の課題

基準年

現行自主行動計画項　　目 検討課題 備　　考

目標年

削減対象

削減指標

民主党政権の中期目標
：1990年比▲25％
前自民党政権の中期目標
：2005年比▲15％

1997年当時とは異なり、海外生
産が進展する中、見直す必要あり1997年

議定書等でも2020年がター
ゲット

2020年をベースに検討2010年
（08年～12年平均値）

原発稼働率低下でCO2の排出係
数は悪化傾向

政府から、CO2に切り替えるよう
要請あり
工作機械使用時の省エネも必要
か

製造時におけるエネルギー使用
量（原油換算）

工作機械業界では、変動著しい
指標

生産額（分母）の変動により、実
績が大きく左右原単位

成長のネックになる懸念あり実態に即した削減目標だが、成
長との両立がカギ総量

（社）日本工作機械工業会 環境安全委員会
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内容に関するお問い合わせは
（社）日本工作機械工業会 総務部

TEL.03（3434）3961　FAX.03（3434）3763
E-mail:admi04@jmtba.or.jp

本報告書の無断転載を禁じます。
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